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１　新規高等学校卒業者の職業紹介状況 (令和６年９月末現在)
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(1) 求職者の状況 

  ○ 就職希望者数は８７人（男子４８人、女子３９人）で、前年同月に比べ６人、７．４％増加（男

子２人、４．３％の増加、女子４人、１１．４％の増加）した。 

    ○ 管内就職希望者数は４６人（男子２４人、女子２２人）で、前年同月に比べ８人、２１．１％増

加（男子４人、２０．０％の増加、女子４人、２２．２％増加）した。 

○ 道内就職希望者数は３６人（男子１９人、女子１７人）で、前年同月に比べ３人、７．７％減少 

（男子は４人、１７．４％の減少、女子１人、６．３％の増加）した。 

 

(2) 求人の状況 

○ 求人数は３３７人で前年同月に比べ３０人、９．８％増加した。 

○ 管内求人数は２６０人で前年同月に比べ１７人、７．０％増加した。 

○ 道内求人数は７７人で、前年同月に比べ１３人、２０．３％増加した。 

○ 管内求人数及び道内求人数の合計における産業別求人状況は前年同月に比べ、「鉱業、採石業、 

砂利採取業」、「建設業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売・小売業」、「金融業・保険業」、 

「生活関連サービス業、娯楽業」、「医療、福祉」、「複合サービス業」、「サービス業」が増加し、 

「農・林・漁業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業、物品賃貸業」、「学術 

研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「教育、学習支援業」が減少した。 

また、管内求人数及び道内求人数の合計における職業別求人状況は前年同月に比べ、「専門・ 

技術・管理」、「販売」、「技能工、採掘、製造、建設」が増加し、「事務」、「サービス」が減少し 

た。 

 

(3) 求人倍率について 

○ 有効求人倍率（全求人数／全求職者数）は３．８７倍で前年同月に比べ０．０８Ｐ増加した。 

○ 管内求人倍率（管内求人数／管内求職者数）は５．６５倍で前年同月に比べ０．７４Ｐ減少した。 

 

(4) 就職の状況 

  ○ 就職内定率は４１．４％と、前年同月に比べ０．７Ｐ増加した。 

  ○ 就職内定者数は３６人で、前年同月に比べ３人、９．１％増加した。 

  ○ 管内就職内定者数は１９人で、前年同月に比べ２人、１１．８％増加した。 

  ○ 道内就職内定者数は１４人で、前年同月に比べ２人、１２．５％減少した。 

  ○ 就職内定者に占める管内就職者の割合（管内就職割合）は、５２．８％と、前年同月（５１．５％） 

に比べ１．３Ｐ増加した。 

 

（注）令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成 25 年 10 月

改定の「日本標準職業分類」に基づく区分。前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業については（）で示している。 
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２ 令和７年３月卒新規学校卒業者の求人・求職・就職の状況　 (令和６年９月末現在)
《高校》

  　　    令和７年３月卒     　　  令和６年３月卒

計 男 女 計 男 女 計 男 女
（人） （人） （人） （人） （人） （人） （％） （％） （％）

卒業予定者数 430 215 215 439 218 221 ▲ 2.1 ▲ 1.4 ▲ 2.7
求  職  者  数    

計 87 48 39 81 46 35 7.4 4.3 11.4
管　内 46 24 22 38 20 18 21.1 20.0 22.2
道　内 36 19 17 39 23 16 ▲ 7.7 ▲ 17.4 6.3
道　外 5 5 4 3 1 25.0 66.7 ▲ 100.0

求  人  数    
計 337 ＊ ＊ 307 ＊ ＊ 9.8 ＊ ＊

管  内 260 ＊ ＊ 243 ＊ ＊ 7.0 ＊ ＊
道  内 77 ＊ ＊ 64 ＊ ＊ 20.3 ＊ ＊

就職内定者数    
計 36 22 14 33 15 18 9.1 46.7 ▲ 22.2

管  内 19 12 7 17 7 10 11.8 71.4 ▲ 30.0
道  内 14 7 7 16 8 8 ▲ 12.5 ▲ 12.5 ▲ 12.5
道  外 3 3 0 0 0 0 - - -

(倍） (倍） (ﾎﾟｲﾝﾄ）
3.87 ＊ ＊ 3.79 ＊ ＊ 0.08 ＊ ＊

うち管内 5.65 ＊ ＊ 6.39 ＊ ＊ ▲ 0.74 ＊ ＊
（％） （％） （％） （％） （％） （％） (ﾎﾟｲﾝﾄ） (ﾎﾟｲﾝﾄ） (ﾎﾟｲﾝﾄ）

41.4 45.8 35.9 40.7 32.6 51.4 0.7 13.2 ▲ 15.5
うち管内 41.3 50.0 31.8 44.7 35.0 55.6 ▲ 3.4 15.0 ▲ 23.8

注）求人数(道外)の項目は設けておりません（システム上、正確な数値の把握・計上ができないため）

《中学》

  　　    令和７年３月卒     　　  令和６年３月卒

計 男 女 計 男 女 計 男 女
（人） （人） （人） （人） （人） （人） （％） （％） （％）

卒業予定者数 505 266 239 522 282 240 ▲ 3.3 ▲ 5.7 ▲ 0.4
求  職  者  数  

計 0 0 0 0 0 0
求  人  数

計 0 ＊ ＊ 0 ＊ ＊
管  内 0 ＊ ＊ 0 ＊ ＊
道  内 0 ＊ ＊ 0 ＊ ＊
道  外 0 ＊ ＊ 0 ＊ ＊

就職内定者数
計 0 0 0 0 0 0

管  内
道  内
道  外

(倍） (倍） (ﾎﾟｲﾝﾄ）
求  人  倍  率 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

（％） （％） （％） （％） （％） （％） (ﾎﾟｲﾝﾄ） (ﾎﾟｲﾝﾄ） (ﾎﾟｲﾝﾄ）
就職内定率

  注 １ 卒業予定者数は各卒業年前年の５月１５日現在。

      ２ 高校の就職内定者数は９月、中学の就職内定者数は１２月以降について計上。
　　　＜参考＞

求人倍率     　＝　    求人数計／求職者数計 　　　　　就職内定率　　　＝　　　就職内定者数計／求職者数計
管内求人倍率＝管内求人数計／管内求職者数計   　　　　管内就職内定率＝管内就職内定者数計／管内求職者数計

対前年増減率

対前年増減率

区  分

区  分

求  人  倍  率

就職内定率
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３　新規高等学校卒業者の産業･職業･規模別　全求人数 (令和６年９月末現在)

Ａ、B  農・林・漁業(01～04) 12 12 13 13 ▲ 7.7 ▲ 7.7 -
C 鉱業、採石業、砂利採取業(05) 3 3 2 2 50.0 50.0 -
Ｄ　建設業(06～08) 111 105 6 103 97 6 7.8 8.2 0.0
Ｅ　製造業(09～32) 26 15 11 32 25 7 ▲ 18.8 ▲ 40.0 57.1

09  食料品 8 2 6 11 9 2 ▲ 27.3 ▲ 77.8 200.0
10  飲料・飼料・たばこ - - -
11  繊維工業 - - -
12  木材・木製品 5 5 2 2 150.0 150.0 -
13  家具・装備品 1 1 - - -
14  ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 - - -
15  印刷・同関連業 - - -
16　化学工業 - - -
17  石油製品・石炭製品 - - -
18　プラスチック製品 - - -
19　ゴム製品 - - -
21　窯業・土石製品 3 3 7 4 3 ▲ 57.1 - 0.0
22  鉄鋼業 3 1 2 1 1 200.0 0.0 -
23  非鉄金属製品 - - -
24  金属製品 2 2 2 1 1 0.0 100.0 -
25  はん用機械器具 1 1 - - -
26  生産用機械器具 5 5 7 7 ▲ 28.6 ▲ 28.6 -
27  業務用機械器具 - - -
28  電子部品・デバイス・電子回路 - - -
29　電気機械器具 - - -
30  情報通信機械器具 - - -
31  輸送用機械器具 - - -
20，32  その他の製造業 - - -

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業(33～36) 2 2 3 1 2 (▲ 33.3) - (0.0)
Ｇ 情報通信業(37～41) 1 1 - - -
Ｈ 運輸業、郵便業(42～49) 17 11 6 12 7 5 (41.7) (57.1) (20.0)
Ｉ　 卸売・小売業(50～61) 74 36 38 54 27 27 (37.0) (33.3) (40.7)

50～55  卸売業 10 10 5 5 (100.0) - (100.0)
56～61  小売業 64 36 28 49 27 22 (30.6) (33.3) (27.3)

Ｊ 金融業・保険業(62～67) 7 5 2 6 5 1 16.7 0.0 100.0
Ｋ 不動産業、物品賃貸業(68～70) 3 1 2 4 1 3 ▲ 25.0 0.0 ▲ 33.3
Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 4 3 1 6 5 1 ▲ 33.3 ▲ 40.0 0.0
Ｍ 宿泊業、飲食サービス業(75～77) 8 3 5 12 4 8 ▲ 33.3 ▲ 25.0 ▲ 37.5

75  　　宿泊業 5 3 2 6 1 5 ▲ 16.7 200.0 ▲ 60.0
76,77　飲食サービス業 3 3 6 3 3 ▲ 50.0 - 0.0

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業(78～80) 1 1 - - -
Ｏ 教育，学習支援業(81～82) 2 2 - - -
Ｐ 医療、福祉(83～85) 36 35 1 35 35 (2.9) (0.0) -
Ｑ 複合サービス業(86～87) 22 22 14 13 1 57.1 69.2 -
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）(88～96) 10 8 2 9 8 1 (11.1) (0.0) (100.0)
Ｓ、Ｔ　公務、その他(97～99) - - -
Ａ、Ｂ  専門・技術･管理(01～24) 70 63 7 63 54 9 11.1 16.7 ▲ 22.2
Ｃ    事務(25～31) 46 36 10 50 43 7 ▲ 8.0 ▲ 16.3 42.9
Ｄ    販売(32～34) 52 32 20 39 27 12 33.3 18.5 66.7
Ｅ    サービス(35～42) 40 34 6 43 34 9 ▲ 7.0 0.0 ▲ 33.3
Ｈ,I,J,K 技能工、採掘、製造、建設(49～73) 113 82 31 100 73 27 13.0 12.3 14.8

製造・制作（４９～５９） 47 28 19 42 28 14 11.9 0.0 35.7
定置・建設機械運転（６４・６７） 25 19 6 26 20 6 ▲ 3.8 ▲ 5.0 0.0
採掘・建設・労務(65・66・68～73) 37 32 5 30 23 7 23.3 39.1 ▲ 28.6
輸送従事者(60～63) 4 3 1 2 2 100.0 50.0 -

16 13 3 12 12 33.3 8.3 -

    ２９人以下 161 116 45 150 114 36 7.3 1.8 25.0
　３０～９９人 110 103 7 101 92 9 8.9 12.0 ▲ 22.2
  １００～２９９人 29 21 8 22 17 5 31.8 23.5 60.0
  ３００～４９９人 5 5 1 1 400.0 - 400.0
  ５００～９９９人 22 20 2 20 20 10.0 0.0 -
１０００人以上 10 10 13 13 ▲ 23.1 - ▲ 23.1

337 260 77 307 243 64 9.8 7.0 20.3

道　内

対前年増減率（％）

合　計道　内

職
　
業
　
別

その他職業従事者(43～48)

管　内

産
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
別

合　計

　　注 　（）で示した数値についてはＰ１最下段（注）を参照。

管　内 道　内

令和７年３月卒（人）

合　計

令和６年３月卒（人）

管　内

 合           計

規
模
別

産業・職業・規模別

年別・対前年比年別・対前年比

産業・職業・規模別

年別・対前年比年別・対前年比
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４　新規高等学校卒業者の産業･職業･規模別　就職状況 (令和６年９月末現在)

Ａ、B  農・林・漁業(01～04)
C 鉱業、採石業、砂利採取業(05)

Ｄ　建設業(06～08) 4 4 4 4
Ｅ　製造業(09～32) 13 11 2 3 3 7 5 2 3 3

09  食料品 6 4 2 1 1 5 3 2
10  飲料・飼料・たばこ

11  繊維工業

12  木材・木製品

13  家具・装備品

14  ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品

15  印刷・同関連業

16　化学工業

17  石油製品・石炭製品

18　プラスチック製品

19　ゴム製品 1 1 1 1
21　窯業・土石製品

22  鉄鋼業 2 2 2 2
23  非鉄金属製品

24  金属製品

25  はん用機械器具

26  生産用機械器具

27  業務用機械器具
28  電子部品・デバイス・電子回路

29　電気機械器具

30  情報通信機械器具

31  輸送用機械器具 4 4 1 1 3 3
20，32  その他の製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業(33～36)

Ｇ 情報通信業(37～41) 1 1 1 1
Ｈ 運輸業、郵便業(42～49) 2 2 1 1 1 1
Ｉ　 卸売・小売業(50～61) 8 3 5 7 3 4 1 1

50～55  卸売業 2 2 1 1 1 1
56～61  小売業 6 3 3 6 3 3

Ｊ 金融業・保険業(62～67) 3 3 2 2 1 1
Ｋ 不動産業、物品賃貸業(68～70)

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業(75～77) 2 2 2 2
75  　　宿泊業 2 2 2 2
76,77　飲食サービス業

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業(78～80) 1 1 1 1
Ｏ 教育，学習支援業(81～82)
Ｐ 医療、福祉(83～85) 2 2 1 1 1 1
Ｑ 複合サービス業(86～87)
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）(88～96)

Ｓ、Ｔ　公務、その他(97～99)
Ａ、Ｂ  専門・技術･管理(01～24) 4 4 3 3 1 1
Ｃ    事務(25～31) 8 1 7 5 5 3 1 2
Ｄ    販売(32～34) 6 4 2 5 4 1 1 1
Ｅ    サービス(35～42) 5 1 4 2 1 1 3 3
Ｈ,I,J,K 技能工、採掘、製造、建設(49～73) 13 12 1 4 4 6 5 1 3 3

製造・制作（４９～５９） 10 9 1 2 2 5 4 1 3 3
定置・建設機械運転（６４・６７） 1 1 1 1
採掘・建設・労務(65・66・68～73) 1 1 1 1
輸送従事者(60～63) 1 1 1 1

    ２９人以下 10 7 3 8 5 3 2 2
  ３０～９９人 4 1 3 1 1 3 3
  １００～２９９人 8 3 5 4 1 3 4 2 2
  ３００～４９９人 1 1 1 1
  ５００～９９９人 1 1 1 1
１０００人以上 12 10 2 5 4 1 4 3 1 3 3

36 22 14 19 12 7 14 7 7 3 3

その他職業従事者(43～48)

計 女女

管　内

男

産
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
別

計

道　内

女 男男

注  　（）で示した数値についてはＰ１最下段（注）を参照。

道　外

計 男 女計

合　計

 合           計

職
　
業
　
別

規
模
別

管内・道内・道外別

産業・職業・規模別

管内・道内・道外別

産業・職業・規模別
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５　新規高等学校卒業者の地域別 求人・就職状況 (令和６年９月末現在)

管     内 道    外
市町村別 計 男 女 計 男 女 都府県別 計 男 女 計 男 女

72 2 1 1 8 4 4
(67) (4) (4) (7) (1) (6)

8
(10) (1) (1) (1) (1)

16
(13)

12
(15)

(1) (1) (1) (1) (1)
84 3 2 1 7 5 2

(72) (4) (4) (6) (4) (2)
8

(14)
5

(5)
30 2 2 4 3 1

(22)
25 2 2

(24) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
260 7 5 2 19 12 7

(243) (11) (5) (6) (16) (6) (10)

道     内
市町村別 計 男 女 計 男 女

51 8 5 3 2 2
(33) (4) (1) (3) (4) (2) (2) (2) (2)

14 6 2 4 5 1 4
(16) (6) (4) (2) (7) (4) (3)

2 1 1 1 1 1 1
(3)

1 1 1 1
(1) (1) (1) (1) (1)

1 1 3 3 2 2
(1) (1)

3 2 2 2 2
(2) (3) (1) (2)

2
(2)

5 2 2 1 1 1 1
(6) (2) (2) (1) (1) (1) (1)

　

8 7 1 3 3
(3) (1) (2) (5) (1) (4)

合   計
2 2 2 1 1 260 7 5 2 19 12 7

(1) (1) (1) (1) (1) (243) (11) (5) (6) (16) (6) (10)
77 21 10 11 14 7 7 77 21 10 11 14 7 7

(64) (17) (9) (8) (17) (9) (8) (64) (17) (9) (8) (17) (9) (8)
   注１ 下段（　）は前年同月末現在の数 8 7 1 3 3
   注２ 求人・就職のない一部の県を除いている (5) (1) (4)

337 36 22 14 36 22 14
(307) (33) (15) (18) (33) (15) (18)

名  寄

下　川

美  深

中  川

音威子府

士  別

根  室

留　萌

管内計

広　島

和  寒

帯  広

北  見

千  葉

浦  河

剣  淵

千　歳

網  走

苫小牧

小  樽

滝  川

釧　路

室  蘭

岩見沢

稚  内

岩  内

函  館

旭  川

紋  別

浜頓別
中頓別

枝幸

札  幌

道内計

青  森

岩  手

山  形

福  島

茨  城

栃  木

群  馬

埼  玉

長  野

兵  庫

岐  阜

静  岡

愛  知

三  重

新  潟

富  山

宮　城

福  井

求人数

鳥　取

山　口

道外計

滋  賀

岡　山

京  都

大  阪

求人数

求人数
  就職[求人所］    就職［就業地］  

  就職[求人所］    就職［就業地］  

管内計

道内計

道外計

合   計

  就職[求人所］    就職［就業地］  

東  京

神奈川

山  梨
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６　新規高等学校卒業者の月別管内求人数

令和７年３月卒（人） 令和６年３月卒（人） 対前年増減率（％）

233 210 11.0

233 210 11.0

19 23 ▲ 17.4

252 233 8.2

8 10 ▲ 20.0

260 243 7.0

７　新規高等学校卒業者の月別管内就職内定率

令和７年３月卒（人） 令和６年３月卒（人）     　対前年増減 (人）
　　　　　　　（ポイント）　

計 男 女 計 男 女 計 男 女
内定者数（人） 36 22 14 33 15 18 3 7 ▲ 4
未内定者数（人） 51 26 25 48 31 17 3 ▲ 5 8
就職内定率（％） 41.4 45.8 35.9 40.7 32.6 51.4 0.7 13.2 ▲ 15.5

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

内定者数（人）

未内定者数（人）

就職内定率（％）

　　４月

　　１月

　　２月

　　３月

　　４月

　　９月

　１０月

累　計

　１１月

　１２月

　　１月

　　２月

　　３月

累　計

累　計

累　計

累　計

累　計

累　計

累　計
　１１月

累　計

　１２月

　　７月

　　８月

　　９月

　１０月

累　計

年 別

年 別

月 別

月 別

年 別

年 別

月 別

月 別
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